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各県委員会　御中

2008年8月28日　　

東海ブロック事務所

· 政府が住民と党の闘いにより大幅な方針変更

さる26日の国会議員団による大臣要請に対し、「検討し回答する」と、前向きの意向が表明されたことについて、翌27日に行われた新潟県党の交渉の場で、当局の検討内容が具体的に明らかにされました。交渉に同席した井上さとし参院議員秘書の話をもとに、電話で厚生労働省の担当者に確認した内容（斜体下線部）を加えて以下に記します。

（１）入居者説明会

· 普通契約者に対する「契約更新拒絶通知」は、今後すべての対象住宅（廃止決定済み）で「入居者説明会」を行ったうえで発送する。

· すでに発送済みの分は、新しい方針を伝えて「訂正」する。

· 定期契約者にも「説明会」を行うが、普通契約者とは内容が異なってくるので、別個に開く。

· 説明会はできるだけ早く開き、何とか今年度中に終了したいが、その前に「機構」との調整や、説明にあたる職員への周知が必要なので、まだいつからとは言えない。

· いっぺんに全入居者へ周知できるわけではないので、一回開けばそれでよしとは考えない。

· 自治会のあるところでは、自治会に対する説明も必要かと考えている。
（２）契約終了と退去期限

· 普通契約者については、今年度は更新することになるので、契約の建前上は一年の延長（従来から、1年ずつの自動更新）。

· 期限切れを迎える定期契約者については、2年間の再契約をすることになるだろう。（ただし、「定期」の性格上、2年は保障されたものではなく、契約書には、期間満了前6ヶ月までに「機構」が再契約をしない旨の通知をしなかった場合でも、通知した日から6ヶ月をもって契約が終了するとされており、この点はさらに念押しが必要―西田）。

· 退去が困難な特別の事情がある人には、一定期間の猶予を認める。定期契約者にもそうした措置が必要かと思う。

· 猶予といっても、「2011年度中に、全体の3分の1の廃止を完了する」という縛りがあるため、「公明新聞」に書かれていたような「2011年までというようなことはあり得ない。「入居者説明会」を何とか今年度中にというのも、「2011年度までに3分の1」という期限から来るもの。

· 退去期限を超えた場合も「強制」は考えておらず、裁判で強制執行を求めることもない。ただし、家賃は受け取れないため、「損害賠償金」（家賃の倍額）を求めることになる。

（３）移転補償

· 定期契約者にも支払って欲しいという要望があるが、民間の場合も定期契約者への補償は行われておらず、また「閣議決定」（2007年6月22日、「元々政策的に格安な対価によって特定の資格者にのみ受益を与えてきた」ので、「特別な追加的受益を入居者に得させることのない基準」―西田）との関係でも、それは無理。
　以上の内容は依然「閣議決定」の枠内にとどまるとはいえ、今後の実際の展開を見通すと、かなり重要な方針変更といえます。つまり、「784すべての廃止決定住宅での説明会」を開くとなれば、それだけで相当の日時が必要であり、都合が会わずに出席できない人を考慮して複数回の開催となれば、尚更です。また、説明会の内容に入居者が納得できる保証はなく、「物別れ」「課題持ち帰り・再開催」という事態も十分考えられますし、開催していくうち、場所や説明者により内容の齟齬があれば、さらに紛糾しますので、「2011年までに1/3」の枠も大きく崩れる可能性があります。
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· 政府の「方針変更」を知らせ、いっそうの闘いを呼びかけるビラ作成

すでにメール、ファックスなどでお知らせしたところですが、新しいビラの版下を作成しましたので、活用してください。

· 『前衛』10月号に雇用促進問題の文章を掲載

8日発売の『前衛』10月号「暮らしの焦点」に、東海ブロック所長・西田の文章「道理ない雇用促進住宅全廃と入居者追い出し」（約5千字）が掲載されています。

· 党国会議員団の大臣要請に厚労省が回答・説明の用意

先月26日に行われた党国会議員団の厚生労働大臣宛の要請に対して、厚生労働省は各議員へ説明に回りたいとして、5日から日程取りに入りました。担当課の係長の話では、内容的にはすでにこの間の要請行動などに対して行ったものだが、今後の段取りに関する月日のことなどを整理したうえで説明したいとのことですが、「機構」が求めることになる退去スケジュールとしては、最も短かい場合で、来年3月末までに「入居者説明会」を開催し、同12月末から契約解除ということが考えられています。佐々木憲昭議員の部屋では、来週の週明けに説明を受けることにしていますが、現時点で事務所（西田）が厚労省との間で確認できたこれまでの情報を、表形式に整理して本情報とともにお送りします。

●「機構」の段取り準備と「入居者説明会」再開にはなお時間かかる

　昨日（4日）の「しんぶん赤旗」地方版に、富山県で「機構」のセンターへ申し入れに行った際、厚労省の方針変更については、「まだ聞いていない」と答えていることが報じられました。また最近、各地から「国会議員団の申し入れなどで重要な変化が生まれていると聞いたが、『機構』の本部や各県センターに問い合わせても、『聞いていない』と言うだけだった。方針変更は本当か？」といった質問が寄せられています。

そこで5日午後、ブロック事務所から厚労省の担当係長に、「機構」とのすり合わせ、意思統一の進ちょく状況を訊きました。その時の話によると、最近、厚労省と「機構」本部の間で打ち合わせが終わったところで、これから「機構」本部内で段取りを具体的に詰め、その後、各県センターに方針を伝え、さらに説明にあたる職員への徹底をはかることになるので、入居者説明会を再開できるまでには、まだ一定の時間がかかると見られます。

●全国の取組状況などの情報をまとめてみました。

　別紙（A4-4ページ）

· 東海ブロックライブラリーに情報や資料をアップ

「全国の動き」、ビラやアンケートの実例、この間の「しんぶん赤旗」が報道した記事などを近く、ＷＥＢにアップします。

⇒http://www.tokai-blc.jp/library/
■本号は他に、5枚を同時送信します。
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●党国会議員団に政府・機構が変更方針の説明

　9日午前11時半から、厚生労働省と雇用・能力開発機構が党国会議員団に対し、先日の大臣要請も受けた上で再検討し決定した今後の手順などを報告・説明しました。

　この内容は、すでにこの「情報」前号に添付して送付した対話表形式の内容どおりですが、議員団とのやり取りの中で、注目すべき点がありましたので、以下に要点を記します。番号は当事務所の理解で付したものです。

（1） 従来から確認してきた「無理な追い出しはしない」ことをあらためて確認。

（2） 今後の説明会開催にあたっては、まず通達文書などで機構内部への周知をはかる。その際、7つのブロックごとに会議も開くことになる。

（3） 各住宅に対しては、本部が説明リーフを作成し、機構の各県センターからそれを持参し出向いて説明会を開く。その際、まず自治会のあるところでは自治会に対して説明し協力をお願いする。

（4） すでに退去通知を受け取られている方については、機構本部から直接、個々に方針変更（契約更新または再契約と退去期日延期）を説明し理解を求める。なお、この電話説明には一定の時間がかかり、その間、通知を受け取られた方には心配をかけ続けるので、みなさん（共産党）の方でも、入居者への周知に協力していただければありがたい。

（5） 地方公共団体への譲渡は、機構サイドからの働きかけでは限界があるので、政党（政治）レベルでも努力していただければと希望する。

●「ブロックニュース号外」を見て関市から切実な訴え―ただちに厚労省・機構へ対処を要請

　佐々木議員室から、政府・機構の国会議員団に対する説明の模様が入ってきた直後、来年１月に契約が満了する岐阜県関市の定期契約者（女性）から次のような相談がありました。

-------------------------------------------------------------------------

　5月に、再契約しないので1月までに出るようにとの手紙が届いた。以来、管理人や県のセンターに何度もお願いしたが、どうしてもダメだと言われ、仕方なく夫の実家に家を作って同居する決意をした。それでも完成は来年4月なので、それまで何とかならないか、市内で空いている他の雇用促進住宅にしばらくでも入れないかと、またお願いしても断られ、散々、家探しに歩いた。その後、一度は断られた雇用促進住宅に入れるという話をもらったが、2年の定期契約だから3ヵ月だけというわけにはいかないといわれ、新築のローンに加えて敷金や2年分の家賃などとてもと、途方にくれていた。最近、共産党のビラ（東海ブロックニュース9月号外）を見たら、方針が変わって期限が延びたというので、すぐ機構に電話したが、「そんなことはない」と言われた。本当はどうなのか？

-------------------------------------------------------------------------

　事務所では相談者の連絡先を聞き、即刻、厚生労働省に、この入居者へすぐ電話して方針変更を伝え、機構に来年4月までの入居継続を認めるなど善処させるよう要求。係長に対応を約束させました。今後、同様の混乱が起きそうで、一刻も早く入居者に新しい方針などを伝えることが大変重要です。

●機構や協会に方針が伝わっていない混乱、他にも

8日午後4時ごろにも、上の女性と同じ関市住宅でやはり「東海ブロックニュース9月号外」を読んだ男性から東海ブロック事務所に電話がありました。
　「すぐに退去させられることはない」と書いてあったが、7日に雇用振興協会名古屋支所から、9月1日付の内容証明郵便が届いた。来年3月で期間満了になるから退去をというもので、再契約欄のところに取り消し線が引いてあった。どちらが本当なのか、という問い合わせでした。
　この人は、定期契約で、前回は2ヶ月ぐらい前に再契約するかどうかの連絡があったとのことです。　ブロック事務所で「まだ厚生労働省から機構や協会に方針が伝わっていないので、混乱していますが、間違いはありません」と説明したところ、差出人（振興協会）に電話して聞いてみると言われ、しばらくして折り返し電話がありました。振興協会では、その通知は有効だ、共産党のビラが言う厚生労働省の方針変更は知らない、聞きたいなら機構に聞いてくれという対応だったというので、少々立腹されていました。
　「廃止は仕方ないが、『今回は更新し、次回はダメですよ』というのなら話は分かるが、いきなりでは困る。住み続けたいので」と話されていました。
●平賀たかしげ比例候補が5～7日、連続して入居者と懇談

　5日夜、浜松市北区引佐町の雇用促進住宅の懇談会に参加。平賀候補が住宅廃止の国の方針、7,8月で8回の日本共産党による政府要請などがあり、政府が方針を変化させてきたことなどを報告。
　質疑応答では、まだ同住宅は廃止決定になっていないこと、2年ほど前に掲示板に廃止のことが貼られていたこと、また「入居して１年ちょっとだが、入居時に廃止のことは聞かされていない」「自分は勤めている会社が契約してくれたが、会社も私も知らない」「みんなこんなバカなことは受け入れられないと思う」などの意見が出ました。
　平賀候補は「廃止未決定住宅でも売却が基本方針なので、買い手からみたら収益性が高く廃止が決まってない住宅の方が魅力はある。いったん売却されたら国から切り離され、新しい持ち主から様々なやり方で追い出される危険性があるので、廃止が決まっている住宅のみなさんとも連携して声を上げていくことが大切だと訴えました。
6日夜は、掛川市大東で住民と懇談。「3階に住んでいる。夫の具合が悪く介護の人が送り迎えをしてくれているが、１階の部屋が空いていても、つぶす住宅だからと１階に移ることを認めてくれない」など、切実な声ばかりでした。
　7日、掛川市の2ヵ所の入居者との懇談を、党市委員会事務所で開催。「雇用促進住宅は保養施設とは違う。生身の人間なんだ」「かわいそうなのは、入学したばかりなのに転向しないといけない小学生。思春期の中学で転校させるのも気の毒だと思う」など色々意見が出ました。
●三重県では中野比例候補が懇談

　７日、桑名市の大仲住宅の集会室で懇談しました。これは8月に元読者宅や自治会長さんを訪問して状況を聞いた際、住民との懇談会を開くことになって実現したもので、案内も回覧板で知らされていました。さまざまな疑問や意見の交換があり、「説明されたことは分かったが、時期が先に延びても結局出ることになるのか、不安だ」という声もありました。中野候補は、「住み続けたいという思いを一つに、ごいっしょにがんばっていきましょう」と激励しました。

●岐阜県恵那市市議、水野功教さんからの情報

いま恵那市では、長島住宅の自治会でアンケートをとり、53戸中、28件の回答が寄せられました。ここの特徴は、管理人が特定の入居者にのみ、「あんただけに教えるが、ほかには言うな」などと情報を流すのでみな疑心暗欺になっていることです。アンケート結果については、分析後、送信します。
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●ご案内（至急！）

　今後、この雇用促進住宅問題をどうたたかっていくかをめぐってこのほど、全国借地借家人組合連合会の船越副会長が東海ブロック事務所を来訪されることになりました。またその後、中央国民運動委員会の高瀬さんも、その機会に当事務所へ来られ、船越さんを交えて、運動の現状と今後の方向、対策などについての話し合いに加わられることになりました。

そこでこの際、各県でこの問題に取り組んでおられる方にもこの話し合いに参加していただくようにしたいと考えます。折から、総選挙に備える活動を始め多忙な時期であり、しかも大変急な話ですが、事務所が招集する会議ではなく、あくまで任意の懇談ですので、各県でご判断のうえ、関係者に案内をしていただければと思います。

【日時】9月18日（木）午後2時から4時半ころまで（予定）

【場所】東海ブロック事務所隣の会議室にて

　なお、会合の性格上、参加者の交通費を事務所が負担することはできませんので、ご了承下さい。

●政府の「方針変更」をどう見るか（「しんぶん赤旗」報道に関して）

　さる9日、政府（厚生労働省）がわが党議員団に対して、「方針変更」の説明を行ったことについて「しんぶん赤旗」本紙は、翌10日の記事に続いて翌々日の11日に、高瀬さんの署名入り解説記事を掲載しました。これは、10日の記事が「年内退去は求めず」と見出しを掲げていることによって、読みようによっては「年明け」からは退去が求められるかも知れないことなど、懸念されるいくつかの点があったため、より正確な理解を促すための措置です。退去時期がいつになるかについて、まだ機構の現場にも伝わっていないこともあって混乱があります。前回の「情報」（№10）や上記の高瀬氏執筆記事を参考に対応する必要があります。

●雇用促進住宅の高齢者は１階に移れるようにせよ
比例候補の平賀高成さん（元衆院議員）がホームページで、次のような記事を載せています。（08・9・10）

------------------------------------------------

　今日は先日、掛川市大東の雇用促進住宅のみなさんとの懇談で出された、高齢と体調が良くなくい人が３階に住んでいて、１階の部屋が空いているのに「居室変更を機構の側は認めてくれない」問題で厚労省職業安定局総務課と機構に電話で要請をしました。
　厚労省職業安定局総務課は「言われることは良くわかるのですが、独立行政法人になって国から離れると管理運営は機構の側の判断による。国からは細かいことは言えない」との主張です。一方、機構の側は、「３階とか４階に住んでいて１階に移りたい人は沢山いるわけで、廃止が決まっている住宅の場合は、いったん契約を解除することになる」「また、公平なルールで運営しなければならないので、特定の人だけに許可することはできない」と説明しました。
　しかし、高齢と体調が悪い人に対し、空き部屋が１階にあるのにそんな理不尽な対応はありません。特養ホームでも順番で待機しているのですが、必要性や緊急性などを考慮して順番が入れ替わる場合もあります。いくら廃止が決まっていても、そういうルールで契約が切れるまでは同じ住宅にいることには変わりはありませんので、柔軟な対応こそ求められているのではないでしょうか。
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●ご案内（至急！）

　今後、この雇用促進住宅問題をどうたたかっていくかをめぐってこのほど、全国借地借家人組合連合会の船越副会長が東海ブロック事務所を来訪されることになりました。またその後、中央国民運動委員会の高瀬さんも、その機会に当事務所へ来られ、船越さんを交えて、運動の現状と今後の方向、対策などについての話し合いに加わられることになりました。

そこでこの際、各県でこの問題に取り組んでおられる方にもこの話し合いに参加していただくようにしたいと考えます。折から、総選挙に備える活動を始め多忙な時期であり、しかも大変急な話ですが、事務所が招集する会議ではなく、あくまで任意の懇談ですので、各県でご判断のうえ、関係者に案内をしていただければと思います。

【日時】9月18日（木）午後2時から4時半ころまで（予定）

【場所】東海ブロック事務所隣の会議室にて

　なお、会合の性格上、参加者の交通費を事務所が負担することはできませんので、ご了承下さい。

●政府の「方針変更」をどう見るか（「しんぶん赤旗」報道に関して）

　さる9日、政府（厚生労働省）がわが党議員団に対して、「方針変更」の説明を行ったことについて「しんぶん赤旗」本紙は、翌10日の記事に続いて翌々日の11日に、高瀬さんの署名入り解説記事を掲載しました。これは、10日の記事が「年内退去は求めず」と見出しを掲げていることによって、読みようによっては「年明け」からは退去が求められるかも知れないことなど、懸念されるいくつかの点があったため、より正確な理解を促すための措置です。退去時期がいつになるかについて、まだ機構の現場にも伝わっていないこともあって混乱があります。前回の「情報」（№10）や上記の高瀬氏執筆記事を参考に対応する必要があります。

●雇用促進住宅の高齢者は１階に移れるようにせよ
比例候補の平賀高成さん（元衆院議員）がホームページで、次のような記事を載せています。（08・9・10）

------------------------------------------------

　今日は先日、掛川市大東の雇用促進住宅のみなさんとの懇談で出された、高齢と体調が良くなくい人が３階に住んでいて、１階の部屋が空いているのに「居室変更を機構の側は認めてくれない」問題で厚労省職業安定局総務課と機構に電話で要請をしました。
　厚労省職業安定局総務課は「言われることは良くわかるのですが、独立行政法人になって国から離れると管理運営は機構の側の判断による。国からは細かいことは言えない」との主張です。一方、機構の側は、「３階とか４階に住んでいて１階に移りたい人は沢山いるわけで、廃止が決まっている住宅の場合は、いったん契約を解除することになる」「また、公平なルールで運営しなければならないので、特定の人だけに許可することはできない」と説明しました。
　しかし、高齢と体調が悪い人に対し、空き部屋が１階にあるのにそんな理不尽な対応はありません。特養ホームでも順番で待機しているのですが、必要性や緊急性などを考慮して順番が入れ替わる場合もあります。いくら廃止が決まっていても、そういうルールで契約が切れるまでは同じ住宅にいることには変わりはありませんので、柔軟な対応こそ求められているのではないでしょうか。
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●井上議員が、機構が進める今後の対応スケジュールを入手

　さる22日、井上議員の求めに対して厚労省が、今後、機構が進める手順について記したメモを提出しましたので、添付して送付します。これによれば、来る26日以後、来月10日ころまでに全国の七つのブロックで振興協会職員と管理主事の会議を開き、その後、自治会、住民への説明やリーフレットの配布を行うとしています。また、すでに出された退去通知について、普通契約者へ送られた「更新拒絶通知」の撤回はほぼ連絡し終えたものの、提起契約者へは今も電話をかけていますが、早急に文書も出すことするとしています。

　また、このメモによれば、10月初旬からまず自治会のある住宅で役員に説明が行われます。あらかじめ住民が自治会に対して、勝手に「納得」したりなどせず、入居者の意見を機構へしっかり伝えるように要請することが重要です。また、党議員が自治会役員と懇談することも重要です。

●入居者の当惑はおさまらず――厚生労働省へ直接、問い合わせるのが確実

　上記のように、入居者へは退去期限変更が機構本部から直接連絡され始めていますが、他方、機構内部では末端職員や管理主事への説明がまだされていないため、住宅の現場では依然、混乱が続いています。時には党議員などの説明が信用してもらえないような場面も見られます。そのような場合は、住民の目の前で厚労省や機構本部に電話して、疑問を解くことが最も有効です。

　　厚生労働省職業安定局総務課　（代表：03-3502-6768　内5737）

　　雇用･能力開発機構　（代表：045-683-1111）
●「東海ブロック政策資料ライブラリー」に新しい資料を掲載。現在、下記が閲覧できます。

■住宅一覧表（都道府県別住宅の廃止決定状況・Excel） 

■　【東海ブロック事務所発行「雇用促進住宅廃止問題情報」】
・№1-7（ＰＤＦ）
・№8-最新号（ワード） 

■政府の「方針変更」による退去期限の変化を見る対比表（PDF）
■「方針変更」による対応のスケジュール（厚労省から井上議員に提出）

■【宣伝ビラ】 

 　・２００８年７月発行＝全廃の重大事態を訴え（Ａ４版２ページ・ＰＤＦ・拡大も可） 

 　・２００８年９月発行＝政府の方針変更を受けて発行（B４版２ページ・ＰＤＦ） 

■７月２５日の政府・機構への共同要請活動の記録（PDF） 

■【全国各地の運動の情報・資料】 

 　・全国の運動の状況（2008年7-8月・ＰＤＦ） 

　・地方の新聞報道の整理（2008年3月1日～9月15日・Ｅxcel） 

　・署名用紙（長野県須坂市、岐阜県） 

· ビラ（岐阜県高山市、山形県、新潟市議団、北海道釧路市）

· アンケート用紙（岐阜県：PDF） 

 　・意見書（高山市議会） 
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●佐々木憲昭議員が質問主意書（別紙＝提出書式は縦書き）を提出へ

　前号（№12）でお伝えしたように、さきの政府・機構の「方針変更」にもとづく措置が普通契約者機構内部でも取られ始め、間もなく「入居者説明会」などが開催されると思われます。

しかし、「方針変更」の内容には、なお詳細が不明な点や、入居者の立場からきちんと詰めておく必要のある重要な問題がいくつかあります。

とりわけ、短期契約者も含めて「全入居者に対して十分かつ丁寧な説明を行う」としていますが、普通契約者については説明会が完了するまでは「契約更新拒絶通知」を発出しないことは明確にされている一方、短期契約者については、説明会開催と契約終了との関係が明示されていないため、来年早々に契約期間が満了する入居者などが説明会の開催前に契約終了、退去の扱いを受けることが危惧されます。

また、短期契約者については「退去困難と認められる事由がある場合」、平成22年（2010年）11月末までの再契約を結ぶとしていますので、上記のように説明もされない場合など、あまりに急すぎる退去は困難だという事情など、住民の立場で「退去困難事由」を認めさせていくことが重要です。

こうした点を明確にさせ、入居者の運動をいっそう強めるため、このほど佐々木憲昭衆院議員が政府に質問主意書を提出することになりました。すでに別紙の質問書が完成し、提出手続きが進められていますので、明日（10月１日）に内閣へ正式送付され、7日に答弁が出される予定です。ただし、7日以前に衆議院が解散された場合にはいったん取り消されるため、総選挙後、30日以内に開かれる特別国会に再度提出し、7日以上の会期があれば、そこで答弁書が出されることになります。

●全借連が雇用促進住宅問題に取り組む窓口を設置へ

　さる9月17日の船越副会長とブロック事務所、各県関係者との懇談を受け、全国借地借家人組合連合会（全借連）は、雇用促進住宅問題の相談・情報交流をはかる窓口を開くことを決めたそうです。今後、雇用促進住宅だけでなく、全国の公営住宅やＵＲ住宅を含め、住宅自治会など大衆的な運動の全国定連携に役割が期待されます。

詳細な連絡はまだ受けていませんが、問い合わせは以下（常駐体制にはなっていませんので、悪しからず）。

全国借地借家人組合　　　　〒160-0022　　　東京都新宿区新宿1-5-5

　　　 電話 03-3352-0448　　FAX 03-3356-4928
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· 「入居者説明会」始まる：三重県四日市市からの情報

「機構」の三重県センターから坂部住宅に「20日～30日の間くらいで説明会を開きたい」と申し入れがあり、「機構」は横浜の本社から出向くつもりだと述べていたとのことです。また、１日には管理人の会議も開いて、新しい方針が説明されたそうです。

●定期借家契約者も基本的に退去期限は2010年11月末に延長

上記の申し入れにあたり、自治会に対しての説明が行われましたが、そこに出された資料と「機構」の説明内容が明らかになりました。

それによれば、普通契約者は「全住宅での説明会」完了までは無条件で契約が更新（1年）されることが明確でしたが、それに加えて定期契約者についても、「やむを得ない事情」があることが前提ではありますが、基本的な方針として「2010年（平成22年）11月30日を期限とする定期契約を再締結する方針であることが明らかにされています。

具体的には、機構から送られる「再契約意向確認書」に「○」印をつけ、簡潔に理由を書けば良いことになっています。また「理由」については、「機構」の文書が「多数の皆様より平成20年12月からの退去では準備期間が短いとのご要望があり」、「ご要望に沿うべく厚生労働省等と調整した」結果として、「移転先が見つからない場合等は、当初の予定より最長2年間延長し平成22年11月までとさせていただくことが可能となりました」と述べていますので、このことからして、「移転先が見つからない」という事情があれば、基本的に大半の人に延長（再契約）が認められることになります。

この点は、前号の「情報」で佐々木憲昭議員が質問主意書を提出したことをお知らせしましたが、その中で最も重視して取り上げた問題でもありますが、この質問に対する答弁書も近く、提出される予定ですので、詳しくは別途、入手しているさきの資料とともに紹介します。

●瑞浪市議会と恵那市議会でも意見書を可決

瑞浪市では「入居者の居住権に配慮し、雇用促進住宅の存続、入居者の安定した継続居住の保障など、不安解消のための万全の対策」を要求。恵那市議会も「雇用環境がますます厳しくなる中、雇用促進住宅の必要性はますます高くなっている」として、「暗影下雇用環境の確保とともに、住民の継続居住の保障と不安解消のため、万全の対策を」と要望しています。

· 機構が自治体当局に説明

土岐市など、「退去期限延長」の説明と自治体による買取りについて、あらためて要請を行っていることが判明しました。
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●佐々木憲昭議員の質問主意書に答弁書（13日付本紙で報道）

雇用促進住宅の廃止に関わってこのほど、佐々木憲昭衆院議員が提出した質問主意書に対する政府の答弁書と、佐々木議員が入手した雇用・能力開発機構の資料により、今後、機構が求める退去期限の延長の内容が明瞭になりました。

政府・機構はこの間、来年3月末までにすべての廃止決定住宅で説明会を行うこと、「やむを得ない事情がある場合」、最長2010年11月末まで延期すること、などを決めました。しかし、2003年10月以前の入居者（普通契約者）の期限は無条件で1年延長される一方、その後の入居者（定期契約者）には従来どおり今年12月末から、退去を求めるとしています。

佐々木議員は、これでは期間満了を目前にした入居者は、説明会も待たず退去させられると指摘し、期限が切迫した入居者とは再契約するよう求めました。
これに対し答弁書は、期限の一律延長は「必要ない」としつつも、「（機構は）個別の事情に応じ、退去することが困難であると認められる事由がある場合には、平成二十二年十一月三十日までの再契約を締結する」としました。

これは、急には移転先を探せない入居者は基本的に再契約できるというものです。

佐々木議員が最近入手した機構の「入居者説明会資料」は、「移転先の確保が困難な入居者が生じていること、退去に関する説明が十分に入居者に理解されていないこと等から」、「厚生労働省から手続きの変更の要請を受け」たとのべ、移転先が見つからない場合等は、平成22年11月30日まで住宅の入居期間を延長」するとしています。また具体的な手続きは、機構から送られる再契約の「意向確認書」に希望者が「○」印をつけ、理由を書くようになっています。

●岐阜県神戸町で入居者が佐々木議員と懇談
　神戸町の第2住宅集会所に町内2つの住宅から集まった人々は、政府の決定で、現に住んでいる家を奪い、さら地で売るという前代未聞の暴挙に対して、口々に怒りの声をあげました。
 　73歳の高齢者の方は「ここに住んで25年になる。誰にも迷惑をかけずに生きてきた。いまは職もない。年金も10万円そこそこだ。民間の住宅に行けといわれても家賃が5万も6万円。それに高熱水費を入れれば7～8万円になる。どうやって食べて行けというのか。年寄りいじめだ。死ねと言うのといっしょだ。考えたら、夜も眠れない」。
　還暦を目前にした男性は、小泉流「構造改革」のひどさを厳しく批判し、「住んでいる人間が納得いくかどうかがポイント。皆が金持ちで若いならどこにでも行ける。しかし、高齢者はどこにいけばいいのか。退去期限を少しずらして何とかなるものではない」と、厳しい口調。
　また、今年入居したある若い男性は、「入るときには2年で出るなどという話はまったく聞かされなかった。それなら、引越し代をかけて入居するはずがない」と憤懣やるかたない表情でした。
　前日には町長に対し、住民の署名を携えて要請を行ったばかりの区長さんは、「これからも情報をしっかり集めながら、運動していく」と強い決意を語りました。
●東海ブロック政策資料ライブラリーを更新

　上記の「入居者説明会資料」（機構）、「雇用促進住宅問題情報」最新号（本号）までのバックナンバー、西田一廣執筆「前衛」10月号論文、恵那市、瑞浪市の議会の意見書など新たにアップ。
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●東海ブロック政策資料ライブラリーを更新

　「雇用促進住宅問題情報」最新号（本号）のバックナンバー、厚生労働省の自治体あて依頼「雇用促進住宅の購入および同住宅からの退去者の公営住宅等での受け入れについて」をアップ。

●各地で入居者説明会始まる

　さる21日、長野県須坂市で入居者説明会がありました。同日開かれた茨城県での説明会とともに「方針変更」後、全国初の開催と見られます。詳細は10/22付「しんぶん赤旗」本紙東海北陸信越のページを参照。

機構は、先週までに7ブロックすべてで各県センター職員向けの説明会を終えました。今後、来年3月までに全住宅での開催をめざし、順次開催するため、各県1箇所ずつは横浜の機構本部から職員が出張して説明にあたるとしています。

東海地方では、三重県が最初で、23日（定期）、24日（普通）の二日間行われますが、坂部が丘住宅ではさる17日に自治会関係者などが集まり、説明会にどう臨むかを話し合ったそうです。。

●22日、東海ブロックで3回目の対策交流会議

静岡5名、愛知1名、岐阜3名、三重2名の出席のもとで話し合われました。

　西田事務所長から、この間に明らかになった「退去期限の延長」について、佐々木憲昭衆院議員の質問主意書と機構の文書などで明らかになった内容と、今後の課題、政策的な焦点と運動の進め方などについて報告しました。別紙で添付してお送りします。

　討論では、各地の入居者の声や運動について種々、報告されました。

この中で岐阜県の大須賀県議から、さきの議会では全会派がこの問題を質問したこと、県議会はじめ8議会（美濃市、恵那市、高山市、瑞浪市、大垣市、ほか）で国への意見書が採択されたことが報告されました。また、岐阜県は関連する機関とともに「雇用促進住宅譲渡・廃止問題に関する連携会議」を設け、入居者の実態把握や、自治体への譲渡条件の見直しなどについて協議しているそうです。なお、厚生労働省から自治体宛に買い取り、利用の促進について依頼文書が送られていることも分かりましたので、東海ブロック政策資料ライブラリーに登録しました。

●移転補償について

このほど機構に直接確認したところ、移転補償（立ち退き料）は、今年4月1日の「廃止決定」が行われた以後の退去者にはすべて支給されることが明らかになりました。転居後の新しい家賃などを示して申請すれば受けとれますが、実際に退去が完了したあとでなければ申請、受領することはできませんので、引越し時の一時的に必要なお金は自分で用意しておく必要があります。なお、このことを知らないまま退去した人も少なくないと思われ、知らせてあげることが必要です。

●『議会と自治体』誌12月号

中央自治体局からの連絡でが、ＵＲ住宅削減の問題を扱った11月号に続いて、雇用促進住宅の廃止問題を特集することが分かりました。

雇用促進住宅廃止問題情報　№17　バックナンバーは、東海ブロック政策資料ライブラリー 
各県委員会　御中
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東海ブロック事務所

●東海ブロック政策資料ライブラリーを更新

　「雇用促進住宅問題情報」最新号（本号）、全国の県議会の意見書をアップ。

●各地で入居者説明会続く

　10月後半からはじまっている各地の入居者説明会では、住民の切実な声と強い怒りが、機構職員に向けられ、職員が立ち往生する場面も少なくありません。

四日市市では、横浜から説明に来た本部職員らに、「あなたたちの立場もあるだろうが、本当にこんなことが許されるのか。一人一人、意見を述べてくれ」と求める声があり、出席した職員8人全員が発言に立ちました。そのほとんど全員が入居者の困惑や不安に理解を示し、中には「あくまで個人の立場だが」と断りつつ、「入居者の権利と言うものが一番尊重されるべきだと思う」と話す職員もあったそうです。

いずれにしても、国と機構が狙うような「全員退去」「更地で売却」は実際上、不可能なことは客観的に明瞭であり、2010年11月までという枠組み自身の見直し、ひいては2021年度で全廃の処理を完了するという方針の再検討を迫られるに違いありません。

· 9県議会で意見書（うち1県は日本共産党が反対）
　三重県議の萩原さんから、これまでに9県で意見書が採択されているとの情報をいただきました。青森、福島、神奈川、富山、石川、長野、岐阜、滋賀、兵庫の各県ですが、調べてみると、このうち滋賀県ではわが党県議団が反対していました。詳細は、ブロックの「政策資料ライブラリー」に資料をアップしてありますが、今後の地方議会での対応には参考になると思います。

各地の9月議会では、意見書の採決時ないし会派間での文案調整の時点ではまだ、「全住宅での丁寧かつ十分な説明」や「入居期限延長」など機構の方針変更が公式には明らかにされていませんでしたので、当面、入居者にとって少しでも有利になる内容で意見書が採択されることは、基本的に意義があるといえました。しかし、10月以後はそれらの点で国側のいっていの譲歩がすでに明らかにされており、そのうえで入居者からは、「基本的人権＝居住権はもちろん、転居しようにもできない人が少なくないという実態があり、『一世帯一人たりとも路頭に迷わせない』ためには、全住宅の廃止という方針自体の撤回と根本的な見直しをすべきだ」という声が大きくなっています。そのことは、前述の入居者説明会の様子でも明らかです。

他方、9月議会で採択された意見書は、公明党の提案を土台にまとめられたものが少なくありませんが、その内容は「退去困難者への手立て」などを要求してはいるものの、住宅全面廃止の政府方針と、契約終了・入居者退去が前提とされており、いかにうまく退去を完了させるかという立場が色濃くうかがえるものとなっています。これは決して偶然ではありません。公明党がこの雇用促進住宅廃止やそのテコである定期借家制度導入で果たしてきた役割を見ると、彼らのいまの態度が、総選挙を前に入居者の批判をかわそうとする狙いに裏付けられたものであることは明瞭です。

したがって、きたるべき12月議会では地方議会でのこの問題の議論や意見書採択がいっそう重要になってきますが、前述の点を押さえ、公明党などに対する的確な批判を含めた論戦を大いに展開する必要があると思われます。
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●東海ブロック政策資料ライブラリーを更新（１）――新しいビラの版下をアップ。

　入居者説明会が進む決定済み住宅向けと、まだ廃止決定されていない住宅向けの２種類（ともにＢ４版２ページ・PDF）で、新しいビラの版下を作成し、東海ブロック政策資料ライブラリーに載せました。なお、版を作成するにはワード2000を使用しましたが、そのままですと受信されるパソコンの機種により、文字化けやフォントの変更などが発生しますので、改作するためにワードのファイルを希望される方にのみ、別途メールでお送りしますので、ご連絡下さい。
●東海ブロック政策資料ライブラリーを更新（２）――新聞等の最近の報道記事

・11月から12月にかけての地方議会が始まり、各地でまた種々の取り組みが進んでいます。「しんぶん赤旗」で大きく取り上げられた、長野県須坂市の住民が上京して1万人分の署名を厚生労働大臣に提出したことは、一般紙も大きな記事で伝えています。

・非常に厳しい財政状況の中で、いくつかの自治体が買取りに努力をしている様子も伺われます。また、民間による買い取り事例として、大手の大東開発（苫小牧）が北海道で住宅を買う動きがあり、住民は「ホッとする反面、将来の家賃値上げなどに不安も隠せない」と報道されています。

・また、住宅全廃の理不尽さを伝える一般紙の報道が広がり、中でも「信濃毎日新聞」は非常に積極的で系統的な報道を続けていますが、11月22日の「毎日新聞」東京版がこの問題を取り上げたのは、これまで大都会の新聞がほとんど取り上げていない中で、注目すべきだと言えます。

・「公明新聞」11月24日付けが、「8月21日に･･･他党に先駆けて要請」など、わが党が7月初めに佐々木、井上両議員が政府・当局から聞き取り調査し、廃止の再検討を申し入れ、その後再三、政府要請を行っていることを知ってか知らずか、また例のごとく「手柄争い」をしています。

●岐阜県恵那市で「説明会」を前に、住宅自治会の役員会へ市議が出席し懇談

岐阜県恵那市議の水野さんから今朝、メールが届きました。それによると水野さんは、11月27日夜、雀子ヶ根雇用促進恵那住宅自治会役員会に出席されたそうです。出席された役員は10名。 
　12月7日に鏡山住宅集会室で機構からの入居者説明会が予定されています。大半が普通借家契約者で高齢者、6戸が定期契約者だとのこと。
　水野さんは最新の東海ブロックのニュース「12月号外」を配り、これまでの取り組み経過を報告しました。出席された方たちからは異口同音に、国の無理な言い分に対する怒りの声があがりました。「この不況時期にムチャクチャや」「4年前に地盤調査をして、4号棟は危険として解体したが、ほかの3棟は12,3年は持つから大丈夫といっておいて、廃止とは」「鏡山市営住宅のように、新しく建ててから住宅を廃止するべきだ」「説明もなく紙切れ通知ばかり」「不動産屋に訊けば、高齢者には貸さない」「移転には100万円くらい掛かる。高齢者は金も借りられない」「年金者はたべるのがやっと。移転補償が2ヶ月後の支払いでは対応できない」「学会員に公明党からの情報を請求したが、何の返事もない」「残しておいて、災害時の仮設住宅にしたらどうか」等々。
　その後、今後の運動の進め方へと話が進み、①粘り強く団結して頑張る、②長島で12月12日、明智で16日、山岡で17日にそれぞれ開かれる説明会の後、各自治会から集まって意見交換を行い、先のことを相談する、③署名運動、市長交渉、などの意見がありました。
水野さんのメールには最後に、「共産党への期待大きい」と書かれていました。
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今回は資料2ページを加え、4枚を送信します。

●「機構」（センター）が「考え方を再検討している」
きょう、四日市市の水野さんから寄せられた情報です。

「機構」がこのほど、廃止決定住宅も含めて住居喪失者に提供する方針が決められ実行されている折から、従来、2010年（平成22年）11月末までに現在の入居者の退去を求めてきたこれまでの方針を再度、検討し直していることを、掲示板への張り紙等で入居者に知らせることになったとのこと。水野さんの話では、機構職員が「みなさんへの徹底に協力してほしい」と言ってきたそうで、明後日（8日・木）に機構が水野さんら自治会関係者を訪問し、住宅内の掲示板に掲示するとのことでした。
　水野さんが機構側に「住めるだけ、住んでいて良いことになるんですか？」とたずねたところ、「私の立場では（確定的なことは）言えないが」と断りつつ、「もともと平成33年までに」という方針もあるので、「それまでということになれば、住宅の耐用年数から見てそんなころまで住めるかということにもなる。それで再検討している」と述べたそうです。
　また、水野さんが冗談めかして「ちょうど3つの住宅で共同の署名運動もやろうとしておったところだが、もう必要なくなるのかね？」と言ったところ、「いや、それは今からでもおやりになった方がいいですよ。長野県（須坂市）で1万人以上も署名を集められたことは、大きな意味をもったので、今度は三重県中でおやりになったらどうですか」と言ったそうです。
●この情報を受けてさっそくブロック事務所から、厚生労働省と機構本部へ問い合わせ
【厚生労働省】
Ｑ：派遣切りにあった人たちへの緊急雇用対策で廃止決定ずみ住宅を含めた活用が図られているのはとても良いことですが、他方で「廃止方針」を掲げて「退去」を迫り、現在の入居者に職と住居の不安を与え続けているのは、矛盾しています。当然、しかるべき見直しがされるべきだと思いますが。
Ａ：ホームページに載せ忘れていて申し訳ないのですが、実は12月26日に緊急対策で廃止決定住宅の活用を発表したとき、記者発表で次のように述べています。
　「なお、今後、雇用促進住宅全体を活用することに伴い、
　①　平成23年度までに1/3の住宅を譲渡・廃止するという独立行政法人雇用・能力開発機構の中期目標（平成19-23年度）や、これを踏まえて閣議決定された整理合理化計画の在り方
　②廃止決定を行った住宅ｊに現に入居している方々への退去の促進の在り方
等について、これまでの考え方の見直しを含め、引き続き検討・調整を進め、可能な限り早期に対処していく考えであります。
Ｑ：従来はもっぱら、「行革」推進サイドに引っ張られる形で「廃止」への方針がエスカレートしていったので、「閣議決定」が絶対不可侵のように立ちふさがっていたが、今回は厚労省のイニシャチブで、いわば「聖域」とされてきた「行革」の枠組みをも「見直し」の俎上に載せるということのようなので、きわめて大きな意義があると思えますが・・・。
Ａ：そういうことですね。
Ｑ：入居者にとって、大きなチャンスですね。
Ａ：（笑）ええ、そういえますね。
Ｑ：ところで、最近何か、住宅に新しい方針を掲示するというようなことがありますか？
Ａ：掲示ですか？いや、それは聞いていないんですが、機構が何かお作りになったんでしょうかねえ。
【機構本部】
Ｑ：厚労省が記者発表で「見直し」に言及されたことは聞いたのですが、それを受けて何か住宅に掲示するような計画がありますか？
Ａ：いや、特にそういったことは考えていません。
Ｑ：しかし、地方の住宅自治会に、機構から要請が来ていると聞いたんですが・・・。
Ａ：そうですか・・・。「掲示」ということで言えば、緊急雇用対策で廃止決定住宅にも離職者を受け入れることになったということはお知らせする積りではいるんですが。
　以上の点からみて、上の「掲示」内容がどのようなものか、まだはっきり分からない点もありますが、いずれにしても注目すべき情報であることは間違いありません。各地でも類似の情報に注意し、入居者の正しい理解を広めるよう、努力することが大事になっています。
●参考

年末の「公明新聞」が、12月25日の太田代表と麻生首相の会談や、翌26日の太田代表による舛添厚労大臣への申し入れの中で、「廃止が決まっている雇用促進住宅について『（退去を）しばらく猶予する』などの緊急措置」「廃止決定済みの同住宅入居者の退去促進を停止し、廃止決定に伴う業務の見直し」を求めたことを報じています。また、同紙は舛添大臣が「退去を促されている人への対策についても、『部屋の提供の方向にアクセルを踏むべきだと思っている』と述べたと書いています。

●資料

　上記の「記者発表」（12/26厚労省）に関する資料2枚（記者発表の内容、「中期目標」（抄））を添付してお送りします。









